
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

○介護支援専門員証更新人数　 約　800人（更新対象者が少ないＨ26年度よりは150人程度増加 ）

○介護支援専門員新規登録数　 約   500人（例年と同程度）

Ｈ27
H28

目標

H26末

（実績）
目標 成果 達成状況

400人

350人

合計 1,971 1,310 2,161

1,916 1,971 2,161

合計（A) 2,712 2,161

27年度27年度27年度27年度 28年度

943人 達成

-- - -

476人 500人

879人

成果目標の達成状況

項目

介護支援専門員証

更新人数

主任介護支援専門

員更新人数

新規登録者数

事業番号 05 07 09 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 介護支援専門員資格登録管理事業介護支援専門員資格登録管理事業介護支援専門員資格登録管理事業介護支援専門員資格登録管理事業
担

当

課

部局 健康福祉部

　　１　高齢者福祉の推進 実施期間 H10 ～

県が関与

する理由

569人 達成

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

介護保険法第69条の２

課・室 介護支援課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

要介護者等の相談、調整、援助等の業務を行う介護支援専門員に関する資格登録等の管理や介護支援専門員証の交付等の事務を適

切に行い、介護支援専門員の質の確保を目指す。

介護支援専門員は介護保険制度の中核をなすもので、資格所有者は年々増加しているが、介護支援専門員証の有効期限は５年である

ことから、引き続き適正な管理をすることが必要である。

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績

H27 H28

（当初） （決算） （当初）

介護支援専門員証更新業務 直接

・介護支援専門員証の更新の周知、申請書審査、シス

テム入力、介護支援専門員証の発行等に要する経費

（更新　943人、新規登録569人等）

1,971 1,310 2,161

当初予算 2,712

補正予算

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

1,916 1,971

概　算

人件費

1.00 1.00 1.00 1.00

8,258

2,295 1,407 1,310

8,276

2,712 1,916 1,971

800人

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　今後も介護支援専門員の質の確保のため、適正な資格管理を行う。

目標に対

する成果

の状況

更新、新規ともに目標を上回る介護支援専門員証を発行し、適正な資格管理を行った。

 概算事業費（B（A）+C） 10,553 9,665 9,586 10,437

8,258 8,276

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

Aの

財源

600人

2,161


